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(54) Title: ANTENNA AND RFID DEVICE

(54) 発明の名称 ：アンテナ及び R F I D デバイス

(57) Abstract: A power feeding coil (21) couples with a first booster coil
(coils ( 11, 13)) and a second booster coil (coils (12, 14)) through an elec
tromagnetic field. The power feeding coil (21) i s arranged such that a first
area (left half) thereof i s superimposed onto the first booster coil (coils ( 11,
13)), and a second area (right half) thereof i s superimposed onto the second
booster coil (coils (12, 14)). The first area of the power feeding coil (21)
couples with the first booster coil (coils ( 11, 13)) through an electromag
netic field, and the second area o f the power feeding coil (21) couples with
the second booster coil (coils (12, 14)) through an electromagnetic field.
This configures an antenna and an RFID device provided therewith, where
in the degree o f coupling between the power feeding coil and the booster
antenna i s high, transfer efficiency o f R F signals i s excellent, and genera
tion o f a null point i s inhibited.

(57) 要約： 給電 コイル （2 1 ) は、第 1 ブー ス タ一 コイル
(コイル （1 1 , 1 3 ) ) 及び第 2 ブースタ一 コイル （コィ

ル （1 2 , 1 4 ) ) と電磁界 を介 して結合す る。給電 コイル
( 2 1 ) の うち第 1 領域 （左半分）が第 1 ブースタ一 コイル
(コイル （1 1 , 1 3 ) ) と重な り、第 2 領域 （右半分）が

づ 、 第 2 ブースタ一 コイル （コイル （1 2 , 1 4 ) ) と重なるよ
うに配置 されている。給電 コイル （2 1 ) の第 1 領域が第 1
ブースタ一 コイル （コイル （1 1 , 1 3 ) ) と電磁界 を介 し
て結合 し、給電 コイル （2 1 ) の第 2 領域が第 2 ブースタ一
コイル （コイル （1 2 , 1 4 ) ) と電磁界 を介 して結合 す
る。 これ によ り、給電 コイル とブースタ一ア ンテナ との結合
度が高 く、 R F 信号の伝達効率 に優れ、 さらにはヌル点の発
生を抑制 したア ンテナ、及びそれ を備 えた R F I D デバイス
をキ成す る。



添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))



明 細 書

発明の名称 ：アンテナ及び R F I D デバイス

技術分野

[0001 ] 本発明は、 R F I D (Rad i o Frequency Ident i f i cat i on) システムのような

無線通信 システムに用い られるアンテナ及びそれを備 えた R F I D デバ イス

に関 し、特 に H F 帯の R F I D システムに適用されるアンテナ及び R F I D

デバ イスに関する。

背景技術

[0002] 近年、物品の情報管理 を行 うための無線通信 システム と して、誘導磁界 を

発生する リーダライタと、物品に付 された R F I D タグとを電磁界 を利用 し

た非接触方式で通信 し、所定の情報 を伝達する R F I D システムが実用化 さ

れている。 ここで、 R F I D タグは、所定の情報 を記憶 し、所定の R F 信号

を処理する R F I C チ ップと、 R F 信号の送受信 を行 うアンテナ とを備 えて

いる。

[0003] た とえば特許文献 1 には、 ブースタ一コイル を用いた R F I D タグが開示

されている。図 1 はその R F I D タグに備 え られたプ一スターコイル と I C

素子 との配列を示す平面図である。 この R F I D タグは、 アンテナコイルが

—体形成 された R F I C 2 と、 プ一スタ一コイル 3 及び静電容量接続用の導

体膜 4 a ， 4 b が形成 された絶縁部材 6 と、 これ らを一体 にケ一シングする

基体 とで構成 されている。 R F I C 2 には、矩形 スパイラル状のアンテナコ

ィルが一体 に形成 されていて、 そのアンテナコィルが絶縁部材 6 の プ一スタ

—コィル形成面側 に向けて取 り付 け られている。

[0004] 絶縁部材 6 の裏面 には表面 に導体膜 4 a , 4 b に対向する静電容量接続用

の導体膜 5 a ， 5 b が形成 される。 また、絶縁部材 6 の表面側 に形成 された

静電容量接続用の導体膜 4 a ， 4 b は、前記 したように、 プ一スタ一コイル

3 を介 して電気的に接続 され、絶縁部材 6 の裏面側 に形成 された静電容量接

続用の導体膜 は導線 を介 して電気的に接続 されている。



[0005] この R F I D タグにおいては、 R F I C 2 のアンテナコイルとプ一スター

コイル 3 とが電磁界結合 して、 R F I C 2 とブースタ一コイル 3 との間で信

号が伝達される。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 0 2 _ 0 4 2 0 8 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] しか しながら、図 1 に示 したようなR F I D タグにおいては、アンテナコ

ィルはR F I C チップと同サイズ、ブースタ一コイルはカー ドサイズである

ため、両者のサイズが大きく異なる。そのため、アンテナコイルとブースタ

—コイルとの結合度を高くすることが難 しい。なお、特許文献 1 には、プ一

スターコイルのうちR F I C チップが搭載される部分の形状をアンテナコィ

ルに近似 した形状とし、 R F I C チップ側のアンテナコイルとブースタ一コ

ィルとの結合度を高くする構造が開示されているが、この構造では、プ一ス

タ一コィルの形状が複雑化するとともに、ブースタ一コィルの外形寸法が大

きくなって しまう傾向にある。

[0008] また、アンテナコイルとブースタ一コイルを備えたアンテナにおいては、

一般に、アンテナコイルとブースタ一コイルとが重なる領域またはその近傍

を通る磁束が互いに打ち消 し合う状況が生 じる。図 1 に示 したアンテナにお

いても、例えば磁束 B 0 とB は何れもアンテナコイルとブースタ一コイル

を同方向に通過するが、磁束 B 2 はアンテナコイルとブースタ一コイルを逆

方向に通過する。そのため、アンテナコイルによって形成される磁界とプ一

スターコイルによって形成される磁界とが打ち消 し合うヌル点が生 じる場合

がある。このヌル点ではリ一 ドライ 卜ができなくなって しまう。

[0009] 本発明は、上述 した実情に鑑み、給電コイルとブースタ一アンテナとの結

合度が高く、 R F信号の伝達効率に優れ、さらにはヌル点の発生を抑制 した



アンテナ、及びそれを備えた R F I D デバイスを提供することを目的として

いる。

課題を解決するための手段

[001 0] 本発明のアンテナは次のように構成する。

第 1 ブースタ一コイルと第 2 ブースタ一コイルとで構成されるブースタ一

アンテナと、このブースタ一アンテナに結合する給電コイルとを備え、

前記第 1 ブースタ一コイルと前記第 2 のブースタ一コイルは直列接続され

前記第 1 ブースタ一コイルと前記第 2 ブースタ一コイルとは互いに隣接配

置され、

前記給電コイルは、前記第 1 ブースタ一コイルと前記第 2 ブースタ一コィ

ルとの隣接する位置に重ねて配置され、

前記第 1 ブースタ一コイルに対する前記第 2 ブースタ一コイルの巻回方向

は、前記給電コイルが前記第 1 ブースタ一コイル及び前記第 2 ブースタ一コ

ィルに対 して電磁界を介 して同相で結合する方向とする。

[001 1] この構成により、給電コイルとブースタ一アンテナとの結合度が高 く、 R

F 信号の伝達効率に優れたアンテナが得 られる。

[001 2] 前記第 1 ブースタ一コイル及び前記第 2 ブースタ一コイルは複数の層に積

層配置された構造とすれば、ブースタ一アンテナに対 して給電コイルを小型

にしつつ、ブースタ一アンテナと給電コイルとの結合度を高めることができ

る。

[001 3] また、層方向に隣接する第 1 のブースタ一コイル同士または層方向に隣接

する第 2 のブースタ一コイル同士の少なくとも一方を容量を介 して結合させ

ると、例えばビア電極を形成する必要がなく、構成を簡素にでき、製造が容

易になる。

[0014] 前記第 1 ブースタ一コイルと前記第 2 ブースタ一コイルとが隣接する部分

における前記第 1 プ一スターコイルの内周から前記第 2 プ一スターコイルの

内周までの距離は、前記給電コイルの外周の幅よりも大きいことが好ましい



。 この構成によれば、 ヌル点の発生を抑制できる。

[001 5] 前記第 1 ブースタ一コイルと前記第 2 ブースタ一コイルとの間隔は前記第

ブースタ一コイル及び第 2 ブースタ一コイルの導体間隔より広いことが好

ましい。そのことにより、アンテナの共振周波数 と反共振周波数 との差が広

がり、なだらかな共振特性になる。 このため、通信相手 （リーダ一アンテナ

) との磁気結合の度合いによる中心周波数のずれが小さくなり、その結果、

読み取 り距離変化 （ぶれ）が小さくなる。

[001 6] 前記給電コイルの共振周波数、または前記給電コイルとこの給電コイルに

接続される給電回路 とによる回路の共振周波数は、前記ブースタ一アンテナ

の共振周波数よりも高 くする。 この構成により、給電コイルとブースタ一ァ

ンテナとが磁界結合 して互いの結合度を高めることができ、ブースタ一アン

テナとリーダライタアンテナ間も磁界を介 した通信が可能となる。

[001 7 ] また、本発明の R F I D デバイスは、前記アンテナと、その給電コイルに

接続された給電回路 とを備え、前記給電回路は R F I C を備える。

発明の効果

[001 8 ] 本発明によれば、給電コイルとブースタ一アンテナとの結合度が高 く、 R

F 信号の伝達効率に優れ、さらにはヌル点の発生が抑制されたアンテナ、及

びそのアンテナを備えた R F I D デバイスが構成できる。

図面の簡単な説明

[001 9] [ 図 1] 図 1 は従来の R F I D タグに備えられたブースタ一コイルと I C 素子と

の配列を示す平面図である。

[ 図2] 図 2 は第 1 の実施形態に係る R F I D デバイス 3 0 1 の斜視図である。

[ 図3] 図 3 は、給電アンテナの基材及びブースタ一アンテナの基材を除 く部分

の分解斜視図である。

[ 図4 ] 図 4 は R F I D デバイス 3 0 1 のアンテナ部分の等価回路図である。

[ 図5] 図 5 は給電アンテナ及びブースタ一アンテナとリ一ダライタアンテナと

の結合の様子を示す図である。

[ 図6] 図 6 は給電コイル 2 の共振周波数、ブースタ一アンテナの共振周波数



、及び リ一ダライタアンテナ と結合 して通信する周波数の関係 を示す図であ

る。

[ 図7] 図 7 は第 2 の実施形態 に係 る R F I D デバイス 3 0 2 の分解斜視図であ

る。

[ 図8] 図 8 は R F I D デバイス 3 0 2 のアンテナ部分の等価回路図である。

[ 図9] 図 9 は第 3 の実施形態 に係 る R F I D デバイス 3 0 3 の斜視図である。

[ 図 10] 図 1 0 は R F I D デバイス 3 0 3 の分解斜視図である。

[ 図 11] 図 1 1 ( A ) は給電アンテナ 2 2 0 の斜視図、図 1 1 ( B ) は給電 コ

ィル とブースタ一コイル との位置関係 を示す図である。

[ 図 12] 図 1 2 は R F I D デバイス 3 0 3 のアンテナ部分の等価回路図である

[ 図 13] 図 1 3 は R F I D デバイス 3 0 3 の リター ンロス特性 （S 1 1 ) をス

ミスチヤ一 卜上 に表 した図である。

[ 図 14] 図 1 4 は R F I D デバイス 3 0 3 の通過特性 （S 2 1 ) を示す図であ

る。

[ 図 15] 図 1 5 は第 4 の実施形態の R F I D デバイス 3 0 4 の平面図である。

[ 図 16] 図 1 6 は R F I D デバイス 3 0 4 の リター ンロス特性 （S 1 1 ) をス

ミスチヤ一 卜上 に表 した図である。

[ 図 17] 図 1 7 は R F I D デバイス 3 0 3 の通過特性 （S 2 1 ) を示す図であ

る。

発明を実施するための形態

[0020] 《第 1 の実施形態》

図 2 は第 1 の実施形態 に係 る R F I D デバイス 3 0 1 の斜視図である。図

3 は、給電アンテナの基材及び ブースタ一アンテナの基材 を除 く部分の分解

斜視図である。 この R F I D デバイス 3 0 1 は、 H F 帯の R F I D システム

に用い られる R F I D タグと して用い られる。例 えば R F I D デバイス 3 0

は携帯電子機器内に備 え られる。

[0021 ] この R F I D デバイス 3 0 1 は、図 2 に示すように、 R F I C チ ップ 2 3



と、 R F I C チップ2 3 に接続された給電アンテナ 2 1 0 と、給電アンテナ

0 に結合するブースタ一アンテナ 1 1 0 とを備える。

[0022] R F I C チップ2 3 は、 R F I D用 I C チップであって、メモリ回路や口

ジック回路、クロック回路等を有 し、 R F信号を処理する集積回路チップと

して構成されている。

給電アンテナ 2 1 0 は、給電アンテナ基材 2 0 、給電コイル 2 1 及び R F

C チップ2 3 を備えている。給電コイル 2 は複数層に亘つて複数ターン

の矩形スパイラル状の導体パターンが形成されている。複数層の矩形スパイ

ラル状の導体パターンは、同方向の磁束の通過により生 じる誘導電流の方向

が同方向になるように、層間接続導体を介 して接続されている。この給電コ

ィル 2 1 の両端に入出力電極 2 2 A ， 2 2 B として形成されていて、この入

出力電極 2 2 A , 2 2 B にR F I C チップ2 3 が接続されている。

[0023] ブースタ一アンテナ 1 1 0 は、第 1 ブースタ一コイル 1 1 1 と第 2 プ一ス

タ一コイル 1 1 2 を含んで構成されている。第 1 ブースタ一コイル 1 1 1 は

コイル 1 1 とコイル 1 3 とで構成されていて、第 2 ブースタ一コイル 1 1 2

はコイル 1 2 とコイル 1 4 とで構成されている。コイル 1 1 とコイル 1 2 と

は互いに隣接配置されているとともに、直列接続されている。同様に、コィ

ル 1 3 とコイル 1 4 とは互いに隣接配置されているとともに、直列接続され

ている。

[0024] 給電コイル 2 1 は、第 1 ブースタ一コイル 1 1 1 と第 2 ブースタ一コイル

2 との隣接する位置に重ねて配置されている。

[0025] 第 1 ブースタ一コイル 1 1 1 ( 1 1， 1 3 ) に対する第 2 ブースタ一コィ

ル 1 1 2 ( 1 2 ， 1 4 ) の巻回方向は、給電コイル 2 が第 1 ブースタ一コ

ィル 1 1 1 及び第 2 ブースタ一コイル 1 1 2 に対 して電磁界を介 して同相で

結合する方向である。

[0026] 図 4 は R F I Dデバイス3 0 1 のアンテナ部分の等価回路図である。ここ

でィンダクタL 0 は給電コイル 2 に相当し、給電回路 2 3 F は R F I C チ

ップ2 3 の給電回路である。また、インダクタL 1， L 2 , L 3 , L 4 はコ



ィル 1 1 ， 1 2 ， 1 3 ， 1 4 にそれぞれ相当する。キャパシタC 1 はコイル

1 とコイル 1 3 との間に生 じる容量に相当 し、キャパシタC 2 はコイル 1

2 とコイル 1 4 との間に生 じる分布容量 またはパターンでの容量に相当する

[0027] 相互インダクタンス M 3 はコイル 1 1 ， 1 2 間の磁界結合に相当 し、相互

インダクタンス M 5 はコイル 1 3 ， 4 間の磁界結合に相当する。相互イン

ダクタンス M 4 はコイル 1 1 ， 1 3 間の磁界結合に相当 し、相互インダクタ

ンス M 6 はコイル 1 2 ， 4 間の磁界結合に相当する。

[0028] 相互インダクタンスM 1 は給電コイル 2 1 と第 1 ブースタ一コイル 1 1 1

( コイル 1 1 ， 1 3 ) との間の磁界結合に相当 し、相互インダクタンスM 2

は給電コイル 2 と第 2 ブースタ一コイル 1 1 2 ( コイリレ1 2 ， 4 ) との

間の磁界結合に相当する。

[0029] 図 5 は給電アンテナ及びブースタ一アンテナとリーダライタアンテナとの

結合の様子を示す図である。図 5 ( A ) は給電コイル 2 1 とコイル 1 1 ， 1

2 に流れる電流の方向を矢印で表 している。図 5 ( B ) は リーダライタアン

テナの磁束が給電アンテナ及びブースタ一アンテナを通る様子を磁力線で表

した図である。

[0030] 図 5 ( A ) に示すように、給電コイル 2 1 は、第 1 ブースタ一コイル （コ

ィル 1 1 ， 1 3 ) 及び第 2 ブースタ一コイル （コイル 1 2 ， 1 4 ) と電磁界

を介 して結合する。すなわち、給電コイル 2 1 のうち、図 5 における左半分

を第 1領域、右半分を第 2 領域 とすると、第 1領域が第 1 ブースタ一コイル

( コイル 1 1 ， 1 3 ) と重なるように、第 2 領域が第 2 ブースタ一コイル （

コイル 1 2 ， 4 ) と重なるように配置されている。 よって、給電コイル 2

1 の第 1領域が第 1 ブースタ一コイル （コイル 1 1 ， 1 3 ) と電磁界を介 し

て結合 し、給電コイル 2 1 の第 2 領域が第 2 ブースタ一コイル （コイル 1 2

， 1 4 ) と電磁界を介 して結合する。

[0031 ] 給電コイル 2 1 は、 コイル 自身が持つインダクタンス成分 （図 4 に示 した

インダクタ L O ) と給電コイル 2 1 の線間容量で構成 されるキャパシタンス



成分と、さらにはR F I C チップ自身が有する浮遊容量とを有するので、こ

れらによりL C 共振回路を構成 し、共振周波数を有する。以下、この共振周

波数を 「給電コイルの共振周波数」と呼ぶ。

[0032] プ一スターアンテナ 1 1 0 は、インダクタL 1 ~ L 4 及びキャパシタC 1

，C 2 によるL C 共振回路で構成される共振周波数を有する。

[0033] したがって、図 5 ( A ) 図 5 ( B ) に示すように、ある瞬間、給電コィ

ル 2 1 に図中矢印 a ， b の方向に電流が流れると、ブースタ一アンテナのコ

ィル 1 1 ~ 1 4 には図中矢印 c ~ j の方向に電流が誘起される。すなわち、

給電コイル 2 に矢印 a 及び矢印 b の電流が流れると、矢印 a の電流によつ

て、第 1 ブースタ一コイル （コイル 1 1， 1 3 ) に矢印 c 、矢印 d 、矢印 e

及び矢印 f の電流が流れ、矢印 b の電流によって第 2 ブースタ一コイル （コ

ィル 1 2 ， 1 4 ) に矢印 g 、矢印 h、矢印 し 矢印 」の電流が流れる。つま

り、第 1 ブースタ一コイルと第 2 ブースタ一コイルには同方向に電流が流れ

、その結果、図 5 ( B ) に示すような磁界 H 1 及び磁界 H 2 が発生する。 リ

—ダライタアンテナの磁束は給電コイル 2 を直接通過 しない。換言すると

、 リーダライタアンテナから給電コイル 2 1 は等価的に見えない。そのため

、従来のアンテナのようなヌル点は生 じない。

[0034] リーダライタアンテナの磁束が給電コイル 2 を直接通過 しないための条

件は、第 1 ブースタ一コイルと第 2 ブースタ一コイルとが隣接する部分にお

ける第 1 ブースタ一コイル （コイル 1 1， 1 3 ) の内周から第 2 ブースタ一

コイル （コイル 1 2 ， 4 ) の内周までの距離 B が、給電コイル 2 の外周

の幅A よりも大きいことである。この条件を満たすように、給電コイル 2 1

とコイル 1 1 ~ 1 4 の大きさと位置関係を定めればよい。

[0035] 第 1 の実施形態に係るアンテナによれば、給電コイルとブースタ一コイル

との結合度を大きくすることができ、 R F信号の伝達効率が高い。また、ヌ

ル点が発生 しに くし、。特に図 5 のように、給電コイル 2 の一部が、第 1 プ

—スターコイル 1 1， 1 3 と第 2 ブースタ一コイル 1 2 ， 1 4 とが隣接する

部分にそれぞれ重なっており、各ブースタ一コイル 1 1 ~ 1 4 が隣接する部



分においては互いに逆方向の電流が流れるため、給電コイル 2 においては

給電コイル 2 を周回するような電流が流れる。すなわち、給電コイル 2

に流れる電流がプ一スタ一コィル 1 1 ~ 1 4 に流れる電流によって打ち消さ

れにくいようになつているため、給電コイル 2 1 とプ一スターコイル 1 1 ~

1 4 との結合度を大きくできる。

[0036] 図 6 は給電コイル 2 1 の共振周波数、ブースタ一アンテナの共振周波数、

及び リーダライタアンテナと結合 して通信する周波数の関係を示す図である

。図 6 の横軸は周波数、縦軸はアンテナのリターンロスである。給電コイル

の共振周波数 （または、給電コイル 2 と給電回路 2 3 F とによる共振

周波数） f a はブースタ一アンテナの共振周波数 f b より高い。例えば f a

= 1 4 M H z 、 f b = 3 . 6 M H z 、通信周波数 f o は 1 3 . 5 6 M H z

である。

[0037] 仮に、給電コイルの共振周波数とブースタ一アンテナの共振周波数が同 じ

であると、縮退が解け、給電コイルとブースタ一アンテナとが結合 しにくく

なって しまう。また、給電コイルの共振周波数 f a がブースタ一アンテナの

共振周波数 f b より低いと、給電コイルとブースタ一アンテナとの結合が容

量性で結合することになるが、コイル同士の容量結合は強 くならず、その結

果、高い結合強度が得 られない。

[0038] 第 1 の実施形態では上述のとおり、給電コイル 2 1 の共振周波数 f a はプ

—スターアンテナの共振周波数 f b より高いので、給電コイルとブースタ一

アンテナとが誘導性で結合することになり、高い結合強度が得 られる。

[0039] また、 リーダライタアンテナの共振周波数は通信周波数 f o または f o 付

近に設定されていて、ブースタ一アンテナの共振周波数 f b は通信周波数 f

o に等 しいかまたは略等 しく設定されている。そして給電コイル 2 の共振

周波数 f a がブースタ一アンテナの共振周波数 f b より高く、通信周波数 f

o より高く設定されているので、ブースタ一アンテナがリ一ダライタアンテ

ナと近接 して強 く結合 したときのブースタ一アンテナの共振周波数 f b が高

周波側にシフ トする量が抑制される。そのため、 リーダライタアンテナと強



く結合 したときのヌル点が発生 しにくいという効果を奏する。これは、近接

する二つの共振器 （この場合、ブースタ一アンテナと給電コイル）が磁気結

合 しているので、互いの共振周波数に近づく方向の周波数変化を抑制 しあう

という効果を利用 している。

[0040] また、図4 に示 したように、ブースタ一アンテナにおけるインダクタL 1

~ L 4 は、相互インダクタンスM 3 ~ M 6 で互いに結合 しているため、イン

ダクタL 1 ~ L 4 を単純に合わせたィンダクタンス値よりも、全体の実効的

なインダクタンス値は大きい。その結果、小型でも十分なインダクタンス値

を有するブースタ一アンテナを実現できる。

[0041 ] 《第 2 の実施形態》

図 7 は第 2 の実施形態に係るR F I Dデバイス3 0 2 の分解斜視図である

[0042] この R F I Dデバイスは、 R F I C チップ2 3 と、 R F I C チップ2 3 に接

続された給電アンテナ 2 0 と、給電アンテナ 2 0 の給電コイル 2 に結

合するブースタ一アンテナ 1 2 0 とを備える。図 7 においては、給電アンテ

ナ 2 0 の基材を図示 していない。

[0043] 第 2 の実施形態では、コイル 1 1 が第 1 のブースタ一コイルであり、コィ

ル 1 2 が第 2 のプ一スターコイルである。

[0044] 図 8 は R F I Dデバイス3 0 2 のアンテナ部分の等価回路図である。ここ

でィンダクタL 0 は給電コイル 2 に相当し、給電回路 2 3 F は R F I C チ

ップ2 3 の給電回路である。また、インダクタL 1， L 2 はコイリレ1 1， 1

2 にそれぞれ相当する。キャパシタC 1 はコイル 1 1， 1 2 の線間分布容量

またはパターンでの容量に相当する。

[0045] このように、一層に形成 した二つのコイル 1 1， 1 2 のみでプ一スターァ

ンテナを構成 してもよい。但 し、第 1 の実施形態で示 したように、複数層に

形成 したコィルでブースタ一アンテナを構成 した方が、必要なィンダクタン

ス成分及びキャパシタンス成分を得るために要する面積を縮小化できる。

[0046] 《第 3 の実施形態》



図 9 は第 3 の実施形態に係る R F I D デバイス 3 0 3 の斜視図である。図

1 0 は R F I D デバイス 3 0 3 の分解斜視図である。但 し、図 9 図 1 0 の

何れも、 ブースタ一アンテナの基材の図示を省略 し、導体部分のみを図示 し

ている。

[0047] この R F I D デバイス 3 0 3 は、給電アンテナ 2 2 0 と、給電アンテナ 2

2 0 に結合するブースタ一アンテナ 1 3 0 とを備える。

[0048] 給電アンテナ 2 2 0 は、給電アンテナ基材 2 0 、給電コイル 2 1 及び R F

C チ ップ 2 3 を備えている。給電コイル 2 は複数層に亘 つて複数ターン

の矩形スパイラル状の導体パターンが形成されている。 この給電コイル 2

の両端に R F I C チ ップ 2 3 が接続されている。

[0049] ブースタ一アンテナ 1 3 0 は、第 1 ブースタ一コイル 1 2 1 と第 2 プ一ス

タ一コイル 1 2 2 を含んで構成されている。第 1 ブースタ一コイル 1 2 は

コイル 1 1 とコイル 1 3 とで構成され、第 2 ブースタ一コイル 1 2 2 はコィ

ル 1 2 ， 4 及びパ ッ ド電極 1 5 ， 6 で構成されている。 コイル 1 1 とコ

ィル 1 2 とは互いに隣接配置されているとともに、直列接続されている。同

様に、 コイル 1 3 とコイル 1 4 とは互いに隣接配置されているとともに、直

列接続されている。

[0050] 第 1 ブースタ一コイル 1 2 は 9 ターン巻回されたコイル 1 1 と 9 ターン

巻回されたコイル 1 3 とで構成されている。第 2 ブースタ一コイル 1 2 2 は

9 ターン巻回されたコイル 1 2 と 9 ターン巻回されたコイル 1 4 とで構成さ

れている。いずれのコイルも図 9 においては図面の煩雑化を避けるためタ一

ン数を減 らして描いている。

[0051 ] 給電アンテナ 2 2 0 は、第 1 ブースタ一コイル 1 2 1 と第 2 ブースタ一コ

ィル 1 2 2 との隣接する位置に重ねて配置されている。 この状態で、給電ァ

ンテナ 2 2 0 の給電コイル 2 の一部が、第 1 ブースタ一コイル 1 2 1 のコ

ィル 1 1 ， 1 3 の一部 と重な り、給電アンテナ 2 2 0 の給電コイル 2 1 の一

部が、第 2 ブースタ一コイル 1 2 2 のコイル 1 2 ， 1 4 の一部 と重なる。

[0052] 第 1 ブースタ一コイル 1 2 1 ( コイル 1 1 ， 1 3 ) に対する第 2 ブースタ



—コイリレ1 2 2 ( コイリレ1 2 ， 1 4 ) の巻回方向は、給電コイル 2 が第 1

ブースタ一コイル 1 2 及び第 2 ブースタ一コイル 1 2 2 に対 して電磁界を

介 して同相で結合する方向である。

[0053] コイル 1 2 の内周端にはパッド電極 1 5 が接続されていて、コイル 1 4 の

内周端はパッド電極 1 6 が接続されている。この二つのパッド電極 1 5 ，

6 はバウチングされていて、直流的に導通 している。第 1 ブースタ一コイル

1 の構成は、第 1 の実施形態で図 3 に示 した第 1 ブースタ一コイル 1 1

と基本的に同様である。

[0054] 図 1 1 ( A ) は給電アンテナ 2 2 0 の斜視図、図 1 1 ( B ) は給電コイル

とブースタ一コイルとの位置関係を示す図である。

図 1 1 ( A ) に示すように、給電アンテナ 2 2 0 は、 7 ターン巻回された

2 層の矩形スパイラル状導体パターンで構成されている。この給電アンテナ

2 2 0 の外形寸法は 5 m m角である。 2 層の矩形スパイラル状導体パターン

は同方向の磁束の通過により生 じる誘導電流の方向が同方向になるように、

層間接続導体を介 して接続されている。矩形スパイラル状導体パター ンは、

銅、銀、アルミニウム等の金属箔をエッチング等によりパターニングしたも

のであり、この矩形スパイラル状パターンはポリイミ ドゃ液晶ポリマ等の熱

可塑性樹脂シ一 卜からなる給電アンテナ基材 2 0 に設けられている。

[0055] 給電アンテナ 2 2 0 にはコンデンサチップ2 4 を備えている。コンデンサ

チップ2 4 は給電コイル 2 及び R F I C チップ2 3 に対 して並列に接続さ

れている。このコンデンサチップ2 4 は、給電アンテナ 2 2 0 の共振周波数

を調整するために設けられている。この給電アンテナ 2 2 0 の共振周波数は

4 M H z に設定されている。

[0056] 図 1 0 、図 1 1 ( B ) から明らかなように、給電コイル 2 1 は、第 1 プ一

スターコイル （コイル 1 1， 1 3 ) 及び第 2 プ一スターコイル （コイル 1 2

， 1 4 ) と電磁界を介 して結合 している。すなわち、給電コイル 2 1 のうち

、図 1 1 ( B ) に示す下半分を第 1領域とし、上半分を第 2 領域とすると、

第 1領域が第 1 ブースタ一コイル （コイル 1 1， 1 3 ) と重なるように、第



2 領域が第 2 ブースタ一コイル （コイル 1 2 ， 1 4 ) と重なるように配置さ

れている。 よって、給電コイル 2 1 の第 1領域が第 1 ブースタ一コイル （コ

ィル 1 1， 1 3 ) と電磁界を介 して結合 し、給電コイル 2 1 の第 2 領域が第

2 ブースタ一コイル （コイル 1 2 ， 4 ) と電磁界を介 して結合する。

[0057] 第 1 ブースタ一コイル 1 2 と第 2 ブースタ一コイル 1 2 2 とが隣接する

部分における第 1 ブースタ一コイル （コイル 1 1， 1 3 ) の内周か ら第 2 プ

—スターコイル （コイリレ1 2 ， 4 ) の内周 までの距離 を B、給電コイル 2

1 の外周の幅をA で表すと、 A < B の関係 とする。 この関係 により、 リーダ

ライタアンテナの磁束が給電コイル 2 1 を直接通過 しない。そのため、 ヌル

点は生 じない。

[0058] 図 1 2 は R F I D デバイス 3 0 3 のアンテナ部分の等価回路図である。 こ

こでィンダクタ L 0 は給電コイル 2 に相当 し、給電回路 2 3 F は R F I C

チ ップ 2 3 の給電回路である。 また、インダクタ L 1， L 2 , L 3 , L 4 は

コイル 1 1， 1 2 ， 1 3 ， 1 4 にそれぞれ相当する。キャパシタC 1 はコィ

ル 1 1 とコイル 1 3 との間に生 じる容量に相当する。

[0059] キャパシタC 0 は給電アンテナ 2 2 0 に設けられているコンデ ンサチ ップ

2 4 に相当する。図 1 0 に示 したパ ッ ド電極 1 5 ， 6 はパ ゥチングされて

いるので、図 4 に示 したキャパシタC 2 に相当するキャパシタは無い。その

ため、 ブースタ一アンテナ 1 3 0 のキャパシタンス成分を大 きくでき、所定

の共振周波数 を得 るために要するブースタ一アンテナのサイズをより小さ く

できる。

[0060] ブースタ一アンテナを構成する矩形スパイラル状導体パターンは、銅、銀

、 アル ミニウム等の金属箔をエ ッチング等によりパターニング したものであ

り、 P E T 等の熱硬化性樹脂シ一 卜か らなる給電アンテナ基材 2 0 に設けら

れている。なお、 ブースタ一アンテナ 1 3 0 は Y 方向の幅W 1 が 2 5 m m、

X 方向の幅W 2 が 1 O m mである。 このプ一スターアンテナの共振周波数は

1 3 . 5 6 M H z に設定されている。

[0061 ] なお、パ ッ ド電極 1 5 とパ ッ ド電極 1 6 とは ビアホール電極等の層間接続



導体を利用 して接続 してもよい。

[0062] 図 1 3 は R F I Dデバイス3 0 3 の リターンロス特性 （S 1 1 ) をスミス

チヤ一 卜上に表 した図である。この例では周波数を9 . O M H z から2 5 .

O M H z までスイープしている。図中m l で示す点が 1 3 . 5 6 M H z であ

る。このように、インピーダンス軌跡の途中のm 1 で示す位置に一つのル一

プが生 じていることから、共にL C 共振回路である給電アンテナ 2 2 0 とプ

—スターアンテナ 1 3 0 との結合により、共振点が二つできていることがわ

かる。また、図 1 4 は R F I Dデバイス3 0 3 の通過特性 （S 2 1 ) を示す

図である。この図において周波数 f r は共振周波数、 f a は反共振周波数で

ある。このように共振周波数 f r は使用周波数である 1 3 . 5 6 M H z 付近

の周波数としている。

[0063] 《第 4 の実施形態》

図 1 5 は第4 の実施形態のR F I Dデバイス3 0 4 の平面図である。この

R F I Dデバイス3 0 4 は、給電アンテナ 2 2 0 と、この給電アンテナ 2 2

0 に結合するブースタ一アンテナ 1 3 4 とを備える。

[0064] 給電アンテナ 2 2 0 は、給電アンテナ基材 2 0 、給電コイル 2 1 及び R F

C チップ2 3 を備えている。給電コイル 2 は複数層に亘つて複数ターン

の矩形スパイラル状の導体パターンが形成されている。この給電コイル 2

の両端にR F I C チップ2 3 が接続されている。この給電アンテナ 2 2 0 は

第 3 の実施形態で示 した給電アンテナ 2 2 0 と同 じものである。

[0065] ブースタ一アンテナ 1 3 4 は、第 1 ブースタ一コイル 1 2 1 と第 2 プ一ス

タ一コイル 1 2 2 を含んで構成されている。第 1 ブースタ一コイル 1 2 は

コイル 1 1 とコイル 1 3 とで構成され、第 2 ブースタ一コイル 1 2 2 はコィ

ル 1 2 ， 4 及びパッド電極 1 5 ， 6 で構成されている。コイル 1 1 とコ

ィル 1 2 とは互いに隣接配置されているとともに、直列接続されている。同

様に、コイル 1 3 とコイル 1 4 とは互いに隣接配置されているとともに、直

列接続されている。

[0066] 第 1 ブースタ一コイル 1 2 は 9 ターン巻回されたコイル 1 1 と9 ターン



巻回されたコイル 1 3 とで構成されている。第 2 ブースタ一コイル 1 2 2 は

9 ターン巻回されたコイル 1 2 と9 ターン巻回されたコイル 1 4 とで構成さ

れている。但 し、図 1 5 においては、図面の煩雑化を避けるため各コイルの

タ一ン数を減 らして描いている。

[0067] 第 3 の実施形態と異なり、第4 の実施形態のR F I Dデバイス3 0 4 では

、ブースタ一アンテナ 1 3 4 のコイル 1 1， 1 3 の形成領域とコイル 1 2 ，

4 の形成領域との間の間隔S を設けている。

[0068] 給電アンテナ 2 2 0 は、第 1 ブースタ一コイル 1 2 1 と第 2 ブースタ一コ

ィル 1 2 2 とにそれぞれ重なる位置に配置されている。この状態で、給電ァ

ンテナ 2 2 0 の給電コイル 2 の一部が、第 1 ブースタ一コイル 1 2 1 のコ

ィル 1 1， 1 3 の一部と重なり、給電アンテナ 2 2 0 の給電コイル 2 1 の一

部が、第 2 ブースタ一コイル 1 2 2 のコイル 1 2 ， 1 4 の一部と重なる。

[0069] 図 1 6 は R F I Dデバイス3 0 4 の リターンロス特性 （S 1 1 ) をスミス

チヤ一 卜上に表 した図である。この例では周波数を9 . O M H z から2 5 .

O M H z までスイープしている。図中m l で示す点が 1 3 . 5 6 M H z であ

る。この構造によっても、インピーダンス軌跡の途中のm 1 で示す位置に一

つのル一プが生 じていることから共振点が二つできていることがわかる。ま

た、図 1 7 は R F I Dデバイス3 0 3 の通過特性 （S 2 1 ) を示す図である

。この図において周波数 f r は共振周波数、 f a は反共振周波数である。共

振周波数 f r は使用周波数である 1 3 . 5 6 M H z 付近の周波数としている

。第 3 の実施形態で図 1 4 に示 した通過特性と比較 して明らかなように、第

プ一スタ一アンテナ 1 2 と第 2 プ一スタ一アンテナ 1 2 2 との間隔S を

第 1 ブースタ一コィル及び第 2 ブースタ一コィルの導体間隔より広げたこと

により、共振周波数 f r と反共振周波数 f a との間隔が広がる。この理由は

、第 1 プ一スタ一アンテナ 1 2 と第 2 プ一スタ一アンテナ 1 2 2 との間隔

S が広 くなり、第 1 プ一スタ一アンテナ 1 2 と第 2 プ一スタ一アンテナ 1

2 2 の渦巻き部間の磁気結合が弱くなるので、反共振点の周波数が下がるも

のと考えられる。



[0070] このように共振周波数 f r と反共振周波数 f a との差が大きくなることに

より、アンテナの共振周波数 と反共振周波数 との差が広が り、なだ らかな共

振特性になる。 このため、通信相手 （リーダ一アンテナ）との磁気結合の度

合いによる中心周波数のずれが小さくな り、その結果、読み取 り距離変化 （

ぶれ）が小さくなる。

[0071 ] 《他の実施形態》

以上に示 した各実施形態では、給電コイル、 ブースタ一コイルの何れも矩

形スパイラル状の導体/ 《ターンで構成 したが、 これ らはル一プ状の導体/ くタ

—ンで構成 してもよい。 また、ターン数は必要に応 じて 1 ターンであっても

よい。

[0072] また、以上に示 した各実施形態では、給電コイルが第 1 ブースタ一コイル

及び第 2 ブースタ一コイルに対 して主に磁界を介 して結合する例を示 したが

、周波数帯域によっては主に電界を介 して結合するように してもよい。さら

には電界及び磁界の両方を介 して結合するように してもよい。 これは高周波

信号の場合に、給電コイル とブースタ一アンテナとの間の静電容量でも十分

にエネルギーが伝達されるか らである。

[0073] また、以上に示 した各実施形態では、 1 「帯の ¾ 「 I D デバイスに適用す

る例を示 したが、本発明は H F 帯に限 らず例えば U H F 帯の R F I D デバイ

スにも同様に適用できる。

[0074] また、 R F I D タグ用のアンテナとして利用することもできる し、 リーダ

ライタ用のアンテナとして利用することもできる。 また、 R F I D システム

以外の通信システム用アンテナとして利用 してもよい。

符号の説明

[0075] B 0 ， B 1 ， B 2 磁束

C O , C 1 ，C 2 キャパシタ

a 給電コイルの共振周波数

b ブースタ一アンテナの共振周波数

o 通信周波数



H ， H 2 磁界

L 0 ~ L 4 ィ ンダクタ

M 1 ~ M 6 相互ィンダクタンス

1 1 ~ 1 4 コイル

1 5 ， 6 ノ《ッ ド電極

2 0 給電アンテナ基材

給電 コイル

2 2 A , 2 2 B 入出力電極

2 3 --- R F I C チ ップ

3 F 給電回路

2 4 コンデ ンサチ ップ

1 1 0 ， 1 2 0 ， 1 3 0 プ一スタ一アンテナ

1 1 1 ， 1 2 1 第 1 ブースタ一コイル

1 1 2 ， 1 2 2 第 2 ブースタ一コイル

2 1 0 ， 2 2 0 給電 アンテナ

3 0 ~ 3 0 3 --- R F I D デバイス



請求の範囲

第 1 ブースタ一コイル と第 2 ブースタ一コイル とで構成 されるプ一

スターアンテナ と、 このブースタ一アンテナに結合する給電 コイル と

を備 え、

前記第 1 ブースタ一コイル と前記第 2 の ブースタ一コイルは直列接

続 され、

前記第 1 プ一スターコイル と前記第 2 プ一スターコイル とは互いに

隣接配置 され、

前記給電 コイルは、前記第 1 ブースタ一コイル と前記第 2 ブースタ

—コイル との隣接する位置 に重ねて配置 され、

前記第 1 ブースタ一コイル に対する前記第 2 ブースタ一コイルの巻

回方向は、前記給電 コイルが前記第 1 ブースタ一コイル及び前記第 2

ブースタ一コイル に対 して電磁界 を介 して同相で結合する方向である

、 アンテナ。

前記第 1 ブースタ一コイル及び前記第 2 ブースタ一コイルは複数の

層 に積層配置 された、請求項 1 に記載のアンテナ。

層方向に隣接する第 1 の ブースタ一コイル同士 または層方向に隣接

する第 2 の ブースタ一コイル同士の少な くとも一方は容量 を介 して結

合 している、請求項 2 に記載のアンテナ。

前記第 1 ブースタ一コイル と前記第 2 ブースタ一コイル とが隣接す

る部分 における前記第 1 ブースタ一コイルの内周か ら前記第 2 プ一ス

タ一コイルの内周 までの距離 は、前記給電 コイルの外周の幅 よ りも大

きい、請求項 1 ~ 3 のいずれかに記載のアンテナ。

前記第 1 ブースタ一コイル と前記第 2 ブースタ一コイル との間隔は

前記第 1 ブースタ一コイル及び第 2 ブースタ一コイルの導体間隔よ り

広い、請求項 1 ~ 4 のいずれかに記載のアンテナ。

前記給電 コィルの共振周波数、 または前記給電 コィル とこの給電 コ

ィル に接続 される給電回路 とによる回路の共振周波数 は、前記 プ一ス



タ一アンテナの共振周波数 よ りも高い、請求項 1 ~ 5 のいずれかに記

載のアンテナ。

[ 請求項7] 請求項 1 ~ 6 のいずれかに記載のアンテナ と、前記 アンテナの給電

コイル に接続 された給電回路 とを備 え、前記給電回路 に R F I C を備

えた R F I D デバイス。
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